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 情報通信機器の高度な発達は、人々の日常生活とともに、働く場面においても様々な変化

をもたらし、また、多様で柔軟な働き方を推進する可能性を秘めている。本調査は、テレワ

ークという働き方の現状について、働く場所、時間、仕事の質、実務的課題などを明らかに

しようという目的の下に実施したものである。 
 本調査結果が、多様で柔軟な働き方をさらに推進する一助となれば幸いである。 
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